


 
令和６年度予算編成に関する説明書 

 
 

１．国・県の動向と地方財政対策  
 
（１）日本経済の状況と国・県の動向 

日本経済の状況は、内閣府がまとめた令和５年９月の月例経済報告において、「景

気は、緩やかに回復している。」とされ、先行きについては、「雇用・所得環境が

改善する下で、各種政策の効果もあって、緩やかな回復が続くことが期待される。

ただし、世界的な金融引締めに伴う影響や中国経済の先行き懸念など、海外景気の

下振れが我が国の景気を下押しするリスクとなっている。また、物価上昇、金融資

本市場の変動等の影響に十分注意する必要がある。」とされている。 
 
政府は、政策の基本的態度として、「「経済財政運営と改革の基本方針２０２３」

に基づき、３０年ぶりとなる高い水準の賃上げ、企業部門における高い投資意欲な

どの前向きな動きをさらに力強く拡大すべく、未来への投資の拡大と構造的賃上げ

の実現に向けた新しい資本主義の取組を加速させる。燃料油価格の激変緩和事業の

新たな措置や延長された電気・都市ガス料金の負担軽減策等を着実に実行していく。

その上で、足元の急激な物価高から国民生活を守り抜くとともに、地方・中堅中小

企業を含めた持続的賃上げと地方の成長の実現や、成長力の強化・高度化に資する

国内投資促進に加え、人口減少を乗り越え変化を力にする社会変革の起動・推進や、

国民の安全・安心を確保する。」としている。 
 
熊本県においては、平成２８年熊本地震（以下「熊本地震」という。）、新型コ

ロナウイルス感染症（以下「感染症」という。）、令和２年７月豪雨災害（以下「豪

雨災害」という。）という３つの課題への対応を最優先に、迅速かつ躊躇なく、様

々な取組みを進めてきた。感染症は、法律上の位置づけが５類へ移行したことを踏

まえ、必要な対応を継続することになる。また、熊本地震と豪雨災害からの創造的

復興についても、引き続き残る課題へ対応していく必要がある。 
その一方で、令和３年１０月に公表した「中期的な財政収支の試算」で、令和６

年度の財政不足額を４７億円と見込んでいたところ、本県特有の半導体関連産業の

集積促進に関する社会資本整備や公共施設等の老朽化対策等の推進などを背景に、

「令和６年度当初予算の大まかな収支見通し」では、財源対策を行った上でもなお
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５９億円の財源不足額が見込まれている。 
また、感染症の５類移行を踏まえ、地方財政の構造が平時に戻ることが想定され、

これまでの国からの特例的な財政支援を前提とした事業執行は行えなくなることか

ら、必要となる財源確保について合理的な見通しを立てるなど、財政運営の持続可

能性の確保に十分配意する必要がある。 
さらに、県債償還について、熊本地震関連事業分が増大し、今後、豪雨災害関連

事業分が本格的に始まる中、中長期的に安定した財政運営を行っていくためには、

特に将来負担を意識しながら、引き続き財政健全化に取り組んでいく必要がある。 
    
（２）地方財政対策 
   令和６年度においては、「社会保障関係費の増加が見込まれる中、地方公共団体 
が、住民のニーズに的確に応えつつ、地域のデジタル化や脱炭素化の推進など様々

な行政課題に対応し、行政サービスを安定的に提供できるよう、交付団体を始め地

方が安定的な財政運営を行うために必要となる一般財源総額について、令和５年度

地方財政計画の水準を下回らないよう実質的に同水準を確保することを基本として

地方財政対策を講ずる。」としています。 

      
一般財源(交付団体ベース)総額 62兆 7,180億円（前年度比＋5,545億円、＋0.9％） 
 
・地方税      42兆7,330億円（前年度比△  1,421億円、△  0.3％） 

・地方譲与税     2兆7,292億円（  同  ＋  1,291億円、＋  5.0％） 

・地方交付税    18兆6,671億円（  同  ＋  3,060億円、＋  1.7％） 

・地方特例交付金等 1兆1,320億円（  同  ＋  9,151億円、＋421.9％） 

・臨時財政対策債      4,544億円（  同  △   5,402億円、△ 54.3％） 

 

 

２．苓北町の財政状況と令和６年度予算編成方針   

 
（１）苓北町の財政状況    

本町の財政状況について、令和４年度決算での財政の健全性を示す４つの健    

全化判断比率（実質赤字比率・連結実質赤字比率・実質公債費比率・将来負担比   

率）はいずれも早期健全化判断基準を下回っており、財政構造の弾力性を示す    

経常収支比率は８７．２％（前年度比＋２．１％）で、将来負担比率は３２．２％

（前年度比△１７．１％）となりました。 
   これまで本町では、東日本大震災発生を機に、町民の安心と安全を守るべく、振

-2-



興計画の前倒しを含め、交付税措置率の高い地方債を活用し積極的に事業に取り組

んできました。今後は引き続き歳出予算に占める公債費や社会保障経費の割合が高

い状況が続くとともに、各公共施設の維持管理費及び天草広域連合新ごみ処理施設

建設に伴う負担金の増加が予測されるため、引き続き町振興計画に沿った地方債残

高の縮減と目的基金の積立てに取り組んでいかなければなりません。また、新たな

歳入財源の確保にも積極的に取り組まなければなりません。 
   次に、令和６年度の財政見通しについて、本町の自主財源の根幹である固定資産

税（九州電力（株）苓北発電所の償却資産分を含む）は、前年度比△６２，２９８

千円（△６．１％）の９６０，８２７千円で計上を行い、地方交付税における普通

交付税については、令和５年度の交付実績および交付税試算ファイルを用い、前年

度比＋６２，０００千円（＋３．６％）の１，８０４，０００千円で計上を行いま

した。 
 
（２）令和６年度予算編成方針及び内容 
  第７次苓北町振興計画では、地方債残高（一般会計）を圧縮する目標を掲げてお

り、令和６年度の予算編成においても基本目標の達成に向け、歳入面では町有財産

の売却を含む有効活用や交流人口・関係人口の創出・拡大及びふるさと納税制度の

更なる拡充等による自主財源の確保及び国・県補助金等による財源確保に努めま

す。また、歳出面では各事業の費用対効果等の検証による経費抑制、デジタル化を

含めた効率化及び簡素化、職員一人ひとりのスキルアップによる人材育成、それに

伴う行政サービスの向上を目指し、持続可能な将来を見据えた創造性豊かな予算編

成に努めました。 
  
令和６年度予算（案）では、次の５つの項目を重点取り組み事項として、「町民

・企業・行政」それぞれが力を発揮できる協働・共創のまちづくりを推進する予算

編成に努めました。 
 
 【重点取り組み事項】 
① 子育て支援の充実及び健康づくりの推進に係る施策 
 ② 関係人口・交流人口の創出・拡大につながる施策 
 ③ 町民を守るための安心・安全につながる防災施策 
 ④ 地域を支える基盤産業の振興に係る施策  
 ⑤ 脱炭素化社会の実現に向けた施策 
       

また、実務内容としましては、一般会計、特別会計ともに各事業の歳出全般にわ
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たって経費の見直しを行い、事業実施の可否を含めて精査を行いました。 

３．令和６年度予算（案）の主な内容   
 
（１）重点施策について 
 
① 子育て支援の充実及び健康づくりの推進に係る施策 

    令和３年度に医療費無料化の対象年齢を１８歳に引き上げた子育て支援医療

費助成事業の継続や保育所入所児童運営事業に係る３歳未満の保育料を無償化

し、これまでの３歳以上を含め保育料を完全無償化いたします。また、ひとり親

家庭等医療費助成事業等に加え、妊産婦の支援等のための産前・産後ケア事業を

実施します。さらに、子育て支援も兼ねて、上津深江広域避難地を防災公園とし

て整備するための実施設計、子育て世代定住促進支援対策事業を実施します。こ

の他、国の出産・子育て応援交付金事業に加え、町独自の結婚祝補助金を継続す

るとともに、結婚に伴う住宅取得費用、住宅賃借費用や引越費用等の支援策とし

て県の補助金を活用した結婚新生活補助事業を実施します。 

健康づくりの推進としては、各種がん検診や予防接種等を引き続き実施すると

ともに、新たに健康ポイント事業を実施し、健康づくりへの関心を高め、健康的

な生活習慣の定着化を図ります。 
 
② 関係人口・交流人口の創出・拡大につながる施策 

    新型コロナウイルス感染症の影響から経済回復が促される中で、地域おこし協

力隊及び地域プロジェクトマネージャーに加え、新たに集落支援員事業を活用

し、新たなアイデアを活用した町おこしや、観光協会の法人化など更なる観光分

野の推進を図ります。また、イベント事業等による情報発信を積極的に進めると

ともに、富岡城や富岡海域公園に整備した新たな観光スポットも活用し、交流人

口の拡大を図ります。さらに、移住・定住推進として、空き家活用支援事業を拡

充し、関係人口の拡大を図ります。 
 
  ③ 町民を守るための安心・安全につながる防災施策 
    町民の安心と安全を守るべく、消防団員育成を含めた消防団に関連する事業を

引き続き実施します。また、緊急防災・減災事業債を活用し、消防施設整備事業

や庁舎に設置している衛星系無線設備の更新を行います。また、上津深江広域避

難地を防災公園として整備するための実施設計を行います。さらに、令和５年度

からの繰越し事業として、河川等災害復旧事業を実施します。 
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  ④ 地域を支える基盤産業の振興に係る施策 

町内の基幹産業である農業、林業、水産業をしっかりと底支えするため、農林

水産業の人手・担い手不足の解消と関係人口の創出を図るための短期就労及び観

光型移住体験事業を実施します。 
農業振興事業では、資材高騰対策としての農業省力化生産資材導入補助事業に

加え、新たに学校給食用米を提供する水稲地産地消推進事業や輸送費高騰対策と

して農産物輸送費補助事業を実施します。また、耕作放棄地解消対策として遊休

農地解消対策事業における単価及び対象面積の拡充を実施します。さらに、国県

の補助事業を活用した中山間直接支払推進事業等を実施するとともに、地域農業

の将来の在り方を考える人・農地プランから目標を立て実行に移す地域計画の策

定への移行を引き続き実施します。その中で、地域・集落での話し合いを活性化

し、地域農業の５年後・１０年後を見据えた農業振興施策を実施します。 
    林業振興事業では森林環境譲与税を活用し、枯損松伐倒処理事業や森林基幹道

苓北天草線をはじめ林道の維持管理を実施します。 
水産振興事業では、原油価格高騰対策として漁業燃油価格高騰対策事業を実施

するとともに、引き続き磯焼け・食害対策事業を実施します。 
 
  ⑤ 脱炭素化社会の実現に向けた施策 
    地球温暖化が原因と考えられる気候変動の影響により、身近な生活環境にも様

々な影響をもたらすことが懸念されます。町では、令和５年１１月「苓北町脱炭

素宣言」を行いました。地球温暖化対策を推進していくため、再生可能エネルギ

ーの導入、省エネルギーの更なる推進をはじめ、農地や山林、海洋の保全活動を

実施します。 
    脱炭素化推進事業として、公用車を電動車に入れ替え、役場庁舎の照明と町内

防犯灯の一部ＬＥＤ化等を実施します。 

  
以上、５つの項目を重点施策として必要経費を計上し、令和６年度の一般会計

予算（案）は、総額で５，３１１，０００千円（前年度比＋１０．８％）となり

ました。 
 
（２）各特別会計の主な施策について 
 
   坂瀬川財産区特別会計につきましては、歳入に区有地貸付料として８件分７５８

千円を計上しました。また、歳出では、管理会委員報酬、山林取締員報償費等を計
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上しました。 
   都呂々財産区特別会計につきましては、歳入に区有地貸付料として１４件分１

０，９４４千円を計上しました。また、歳出では、管理会委員報酬、山林取締員報

償費、及び国道３８９号沿線の都呂々字立見地内火力発電所付近の区有地法面を含

む支障枝伐採業務委託費３，０００千円等を計上しました。 
 

国民健康保険特別会計につきましては、熊本県全市町村の国保税（料）率の統一

化に向け、段階的に保険税算定方式を標準化するとの方針により、令和６年度にお

いては、医療費分において資産割の税率の引き下げ、均等割と平等割の税率の引き

上げを、介護分において所得割と均等割の税率の引き上げを行いました。 
 熊本県全体の医療費減少などにより、熊本県に納付する保険事業費納付金は減少

していますが、予算全体で１０，０３６千円の歳入不足が見込まれるため、国保財

政調整基金を繰入れし財源補填を行う予算編成としました。 

 保健事業におきましては、被保険者の健康増進と医療費の更なる適正化を図るた

め、特定健診受診に要する費用、独自事業である人間ドック受診に係る個人負担金

の助成事業に要する費用のほか、特定健診未受診者対策事業として再勧奨に係る費

用、レセプト点検に係る費用などを計上しました。 

また、特定保健指導や重症化予防指導、重複・多剤服薬対策に係る費用を計上し

ました。 
 

    介護保険特別会計につきましては、令和６年度から始まる「第９期介護保険事業
計画･高齢者福祉計画」に基づいて、介護保険事業及び高齢者福祉行政の推進のため

の費用を計上しました。 

   主な事業であります、地域包括支援センター業務を苓北町社会福祉協議会に委託

するための経費として、３３，４４１千円を計上しました。 

     
   後期高齢者医療特別会計につきましては、医療費の適正化を図るとともに、令和
４年度から後期高齢者医療広域連合からの受託事業である保健事業と介護予防の一

体的な実施事業の取組みとして、高齢者の健康維持、フレイル予防に努め、国保･後

期･包括支援センターの３部署間で保健事業の連携を図るため、運動指導員と訪問

指導員の予算を一般会計に計上し、後期高齢者健診事業の町独自補助１１５千円に

ついても、住民サービスの見える化を図るため、一般会計に計上しました。 

 

水道特別会計につきましては、従来の水道特別会計から令和６年４月1日より公

営企業会計への移行に伴いまして、水道事業会計として予算を計上しました。主な
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内容としまして、町道尾越線配水管布設替工事ほか１件の工事請負費９，９７５千

円、都呂々ダム共同管理費負担金１０，１０５千円、水道事業会計支援業務委託料

２，８３３千円を計上しました。 

     
下水道、農業集落排水、特定地域生活排水処理事業各特別会計につきましては、

従来の下水道、農業集落排水、特定地域生活排水処理事業各特別会計を統合し、令

和６年４月１日からの公営企業会計への移行に伴いまして、下水道事業会計として

予算を計上しました。 

下水道事業関連につきましては、処理場等維持管理業務委託料３６，５０９千円、

公営企業会計支援業務委託料１，２０１千円、公営企業会計システム運用保守委託

料１，２４０千円を計上しました。 

     農業集落排水事業関連につきましては、処理施設運転管理業務委託料１，５９３
千円、公営企業会計支援業務委託料１，２０１千円、公営企業会計システム運用保

守委託料１，２４０千円を計上しました。 
     特定地域生活排水処理事業関連につきましては、浄化槽維持管理委託料２２，９
４７千円、公営企業会計支援業務委託料１，２０１千円、公営企業会計システム運

用保守委託料１，２４０千円を計上しました。 

 
     宅地造成事業特別会計につきましては、宅地３区画分の財産売払収入１１，１８
７千円を見込み、住宅建設補助金１，０００千円を計上したほか、宅地販売促進に

係る経費などを計上しました。 

 
 

４．おわりに   
  令和６年度予算編成では、九州電力（株）苓北発電所に係る固定資産税の減額、地

方財政計画による普通交付税の増額及び臨時財政対策債の減額等を見込みました。ま

た、デジタル化の推進や物価高騰対策に関連する各事業、高止まりの社会保障関連経

費、公債費及び老朽化に伴う公共施設の補修事業といった必要不可欠な社会資本整備

に対し予算措置を講ずる必要があるため、難しい予算編成となりました。 
また、財政健全化の取り組みとして、令和６年度は元金償還額６３３，８２８千円 
に対し、地方債発行額を３５７，９００千円（うち臨時財政対策債２４，０００千

円）としました。 
令和６年度も引き続き、町民一人ひとりが求める多様な要請に応えるべく、地方行

政に課せられた使命と期待を職員一人ひとりが意識し、一丸となって対応できる組織

づくりと強化を進めます。特に、苓北町が抱える「人口減少と少子高齢化」に伴う最
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重要課題に全庁的に取り組むため、各関係部署の横断的な組織として「まちづくり戦

略室」を設置し、関係機関等との連携を図りながら課題解決に向けた施策の企画・立

案を行ってまいります。また、国・県の施策を常に情報収集することで有利な財源で

ある補助金・交付金の活用を積極的に図り、一般財源の縮減に努めつつ、各事業を確

実かつ適正に実施します。 
 
  なお、各款における主要施策及び性質別経費の状況は次のとおりです。 

 
 
５．各款における主要施策及び性質別経費 
 
（１）歳入 
 ① 町税 

町税については、なおも続く新型コロナウイルス感染症による経済活動への影響

及び円安、世界的な原材料費の物価高騰などの状況を踏まえ、各税目とも前年度の

賦課状況を基に計上しました。 
個人町民税現年課税分については、均等割で森林環境税（国税）の創設による減

少を見込み、所得割では、農漁業出荷額は令和３年度を底に回復傾向にあるものの

不安定な海外情勢や物価上昇による企業等への影響などの下振れリスクを考慮し、

前年度比△３，０４４千円（△１．５％）の２０１，９５１千円を計上しました。 
法人町民税現年課税分については、令和４年度実績額と令和５年度実績見込み額

を基に、均等割・所得割あわせて、前年度比＋１，９５２千円（＋１０．４％）の

２０，７００千円を計上しました。 
固定資産税現年課税分の土地課税分・家屋課税分については、令和６年度は３年

に１度の評価替えとなるため、土地については、不動産鑑定士による鑑定価格、家

屋については、建築後の経過年数を勘案し、予算計上しました。償却資産課税分に

ついては、九州電力（株）苓北発電所分の過去の実績等を勘案し、令和５年度決算

見込額の約９１．１％で算定を行い計上しました。                     

結果、固定資産税全体では前年度比△６２，２９８千円（△６．１％）の９６０，

４２７千円を計上しました。 
軽自動車税（種別割）現年課税分については、令和５年１０月１７日現在の保有

台数から賦課期日時点での異動台数を見込み、前年度比＋１７２千円（＋０．６％）

の２７，４５２千円を計上しました。令和元年１０月に熊本県から移管された環境

性能割については、令和５年度実績見込額により前年度比△４８１千円（△３７．
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４％）の８０６千円を計上しました。 
たばこ税については、令和５年度実績見込額により前年度比＋２，４００千円（＋

７．１％）の３６，０００千円を計上しました。 
入湯税については、過去３か年の平均額で算定を行い、前年度比＋１１１千円（＋

１３．１％）の９６０千円を計上しました。 
町税全体では、前年度比△６１，１８６千円（△４．７％）の１，２４９，４１

８千円を計上しました。 
 

② 地方譲与税 
     地方揮発油譲与税については、令和３年度及び４年度の実績と令和５年度実績見
込の平均額で算定を行い、前年度比△５００千円（△３．２％）の１５，０００千

円を計上しました。自動車重量譲与税についても、令和３年度及び４年度の実績と

令和５年度実績見込の平均額で算定を行い、前年度比△５００千円（△１．１％）

の４４，５００千円を計上しました。森林環境譲与税については、県からの通知に

より、前年度比＋１，６７２千円（＋３０．０％）の７，２４７千円を計上しまし

た。 
 
 ③ 利子割交付金 
     令和３年度及び４年度の実績と令和５年度実績見込の平均額で算定を行い前年度
比△１００千円（△３３．３％）の２００千円を計上しました。 

 
 ④ 配当割交付金 
     令和３年度及び４年度の実績と令和５年度実績見込の平均額で算定を行い、前年
度比△５０千円（△２．７％）の１，８００千円を計上しました。 

 
 ⑤ 株式等譲渡所得割交付金 
   令和３年度及び４年度の実績と令和５年度実績見込の平均額で算定を行い、前年

度比△１５０千円（△６．４％）の２，２００千円を計上しました。 
  
⑥ 法人事業税交付金 
   地方法人特別税・譲与税制度の廃止に伴う市町村分の法人住民税法人税割の減収

分の補てん措置として、法人事業税の一部を都道府県から市町村に交付する制度と

して令和２年度に創設されました。 
   令和６年度は熊本県の法人事業税交付金見込額の８割を算定基礎に、前年度比＋

４，４６２千円（＋８６．０％）の９，６４９千円を計上しました。 
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 ⑦ 地方消費税交付金 
     令和元年１０月１日から税率が８％から１０％へ引き上げられました。消費税及び
地方消費税率１０％のうち２．２％が地方消費税（県税）で、その２分の１が市町村

に交付されます。 
令和６年度は、令和３年度及び４年度の実績と令和５年度実績見込の平均額で算

定を行い、通常分は前年度と同額の８２，０００千円、社会保障施策経費充当分は、

前年度比＋２，０００千円（＋２．１％）の９６，０００千円を計上しました。 
 
 ⑧ 環境性能割交付金 
     令和元年１０月以降、自動車取得税の廃止に伴い、県税である自動車税環境性能
割の交付金制度が創設され、市町村への交付金は、市町村道の延長及び面積等によ

ることとされました。 
   令和６年度は令和５年度の実績見込額により前年度比＋１，２４６千円（＋２６．

７％）の５，９０７千円を計上しました。 
 
 ⑨ 地方特例交付金 
     令和３年度及び４年度の実績と令和５年度実績見込の平均額で算定を行い、前年
度比＋１５０千円（＋７．３％）の２，２００千円を計上しました。 

 
 ⑩ 地方交付税 
   普通交付税については、基準財政収入額と基準財政需要額から臨時財政対策債振

替額を差し引いた額との差により算出されます。基準財政収入額については、世界

的な原材料費の物価高騰などの状況を考慮しました。基準財政需要額については、

児童・生徒数や公債費等の見込みに数値を置き換えたほか、単位費用及び算定方式

の見直しなどを考慮しました。加えて、地方財政計画等を勘案した結果、前年度比

＋６２，０００千円（＋３．６％）の１，８０４，０００千円を計上しました。 
   また、特別交付税については、ルール分対象額や令和６年度実績見込を参考に前

年度比△１１，０００千円（△８．２％）の１２３，０００千円を計上しました。 
 
 ⑪ 交通安全対策特別交付金 
   令和３年度及び４年度の実績と令和５年度実績見込の平均額で算定を行い、前年

度比△５０千円（△６．７％）の７００千円を計上しました。 
 
 ⑫ 分担金及び負担金 
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   学校給食費公会計化に伴う負担金の増などにより、前年度比＋１９，０３２千円

（＋１０６．９％）の３６，８２６千円を計上しました。 
  
⑬ 使用料及び手数料 
   使用料は、公営住宅使用料など前年度比＋２，３３４千円（＋６．６％）の３

７，８１４千円を計上しました。 
手数料は、下水道汚泥処理手数料など前年度比＋１４２千円（＋１．２％）の

１２，１３０千円を計上しました。 
     使用料及び手数料総額で、前年度比＋２，４７６千円（＋５．２％）の４９，９
４４千円を計上しました。 

  
⑭ 国庫支出金 
   国庫負担金は、子どものための教育・保育給付費国庫負担金の増などにより、前

年度比＋５５，４１８千円（＋１５．１％）の４２１，７４２千円を計上しました。 
     国庫補助金は、国内肥料資源利用拡大対策事業補助金の増などにより、前年度比
＋３５，９４６千円（＋６９．１％）の８７，９９９千円を計上しました。 

     国庫委託金は、国民年金事務委託金など前年比＋２８５千円（＋１３．１％）の
の２，４６１千円を計上しました。 

     国庫支出金総額で、前年度比＋９１，６４９千円（＋２１．８％）の５１２，２
０２千円を計上しました。 

 
 ⑮ 県支出金 
   県負担金は、子どものための教育・保育給付費県負担金の増などにより、前年度

比＋１１，８５３千円（＋５．２％）の２３８，５８５千円を計上しました。 
     県補助金は、保育対策総合支援事業費補助金の増などにより、前年度比＋２，０
７９千円（２．０％）の１０４，５００千円を計上しました。 
県委託金は、熊本県知事選挙事務委託金の減などにより、前年度比△９，８００

千円（△３２．５％）の２０，３２８千円を計上しました。 
     県支出金総額で、前年度比＋４，１３２千円（＋１．２％）の３６３，４１３千
円を計上しました。 

  
⑯ 財産収入 
   財産運用収入は、各種基金の預金利子など前年度比＋３，２２０千円（＋６．１

％）の５５，９７６千円を計上しました。 
    財産売払収入は、前年度比△１，１７０千円（△２４．６％）３，５９１千円を
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計上しました。 
     財産収入総額で、前年度比＋２，０５０千円（＋３．６％）の５９，５６７千円
を計上しました。 

 
 ⑰ 寄附金 
   ふるさとづくり寄附金については、前年度比＋９０，０００千円（＋１５０．０

％）の１５０，０００千円を計上し、企業版ふるさとづくり寄附金については、１，

０００千円を計上しました。寄附金総額で、前年度比＋９０，９７１千円（＋１５

０．３％）の１５１，４８２千円を計上しました。 
  
⑱ 繰入金 
  特別会計繰入金は、宅地造成事業特別会計繰入金の増により、前年度比＋６，９

２６千円（＋１９７．７％）の１０，４２９千円を計上しました。 
   基金繰入金は、苓北ふるさとづくり応援基金繰入金や減債基金繰入金の増などに

より、前年度比＋１８３，２７６千円（＋７４１．０％）の２０８，００９千円を

計上しました。 
   財産区繰入金は、都呂々地域振興事業都呂々財産区繰入金の増により、前年度比

＋８，６３２千円（＋６１３．９％）の１０，０３８千円を計上しました。 
   繰入金総額で、前年度比＋１９８，８３４千円（＋６７０．８％）の２２８，４

７６千円を計上しました。 
     
 ⑲ 繰越金 
   前年度と同額の１０，０００千円を計上しました。 
 
 ⑳ 諸収入 
   諸収入は、基幹電算システムの標準化・共通化に向けた作業開始に伴うデジタル

基盤改革支援補助金（システム標準化・共通化）の増などにより、前年度比＋５１，

５６２千円（＋１１２．６％）の９７，３６９千円を計上しました。 
 
 ㉑ 町債 
   今後の財政負担を考慮し、過疎対策事業債や緊急防災・減災事業債といった交付

税措置率の高い町債を主に活用するほか、国の財源不足を補填するために発行する

臨時財政対策債（注１）２４，０００千円を計上し、町債総額で、前年度比＋５９，

３００千円（＋１９．９％）の３５７，９００千円を計上しました。 
（注１）臨時財政対策債 
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国から配分される地方交付税の不足額を補うため、地方自治体が発行する特

例的な公債で、平成１３年度に導入された。使途は自由で、発行可能額相当は

翌年度以降、国が全額普通交付税措置を行う。 
 

（２）歳出 
   令和６年度も「枠配分方式」による計上を行いました。これは、歳入の一般財源

総額から、人件費、扶助費、公債費といった義務的経費及び削減困難な負担金等を

差し引き、残りを各課へ配分し、各課においてはその配分額の中で予算計上を行う

というものです。 
   人件費のうち、特別職報酬については、前年度とほぼ同額計上し、一般職員給に

ついては、一般会計における職員数の減を見込み減額計上しました。なお、会計年

度任用職員については、勤勉手当支給により増額計上しました。 
     物件費については、用紙の削減（データの活用や裏面利用等）、空調の温度設定、
休憩時間の消灯など、引き続き節電、節水に努め、経常経費の削減を図ることとし

ています。なお、出張旅費については、オンラインによる出席を進めるとともに、

必要最小限の人員数にとどめ、出席の必要性を含めて精査し計上しました。 
     補助費等については、補助金本来の目的を明確にし、より効果的な補助金となる
よう、現状の運営補助・事業補助の精査を行うとともに、補助期間等を設定して計

上しました。 
     政策的経費（投資的事業及び政策的ソフト事業）は、持続可能な財政運営を構築
するため、歳出予算全般について歳入に見合った規模とし、原則として苓北町振興

計画実施計画書に計上された事業費を上限として計上しました。 
     

各費目における主要な事項は次のとおりです。 
 
  ① 議会費 
       議員報酬等２８，６６８千円、議会事務局職員人件費１６，８６１千円、各会

合及び国会陳情等に係る出張旅費・費用弁償等２，１１１千円、議会だより「き

ずな」印刷製本費１，０２２千円、熊本県町村議会議長会負担金４６５千円を計

上しました。 

 
  ② 総務費 
    一般管理費では、職員給、特別職給（町長・副町長）、区長報酬をはじめ、地

域が輝く行政区活動補助金１６，５９４千円、危険家屋解体支援事業補助金１，

８００千円（上限６０万円×３戸）、ふるさとづくり寄附金の広告費及び一括代
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行業務委託料等に係る経費７４，７１４千円上しました。また、脱炭素化推進事

業として公用車（１号車）のプラグインハイブリッド車購入費４，９２７千円を

計上しました。 

     
    文書広報費では、ホームページの維持管理や町広報誌発行に係る経費のほか、

総合法令管理システム委託料等で９，６４６千円を計上しました。 

 

    財政管理費では、公会計処理に係る経費等２，６９７千円を計上しました。 

 
会計管理費では、職員給及び決算書の印刷製本費など会計管理事務に係る経費

並びに各種税及び料金等の納付形態の多様化に対応するため、引き続きコンビニ

エンスストアからの収納に対応できるよう、委託料として３９５千円を計上しま

した。 

     
財産管理費では、土地登記の推進及び各種台帳整備や閲覧事務業務を行う会計

年度任用職員の給与等を計上しました。また、都呂々財産区から一般会計への繰

入金を財源とした都呂々地域振興事業補助金３，９６２千円のほか、町有財産管

理に要する経費等を計上しました。 
 
企画費では、地域公共交通の安定運行（航）を維持するため、地方バス運行補

助金１６，４１２千円、天草エアライン機材維持費補助金１５，８１５千円、苓

北町離島航路運営費補助金１７，３３３千円、及び巡回バス運行に係る経費１３，

１１９千円を計上しました。また、町を興す・町を支える人づくりの施策の一つ

として、まちづくり事業補助金を創設したほか、移住・定住施策として、町内に

点在する空き家の有効活用と空き家バンク登録制度の運用充実を図るため、地域

おこし協力隊の登用に要する経費を計上するとともに、住宅リフォーム等支援事

業補助金及び空き家活用支援事業補助金を拡充しました。さらに、公民連携事業

として、苓北の文学の宝発掘事業委託料２，５００千円、中大連携による起業化

教育実践事業委託料１，６００千円、メタバースを活用した交流人口拡大事業委

託料１０，０００千円を計上しました。 
 
諸費では、外灯電気料及び外灯修繕料等１２，１７６千円を計上しました。 

また、脱炭素化推進事業として、町内防犯灯のＬＥＤ化事業に係る設計業務委託

料６００千円を計上しました。 
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交通安全対策費では、カ－ブミラ－等の交通安全施設整備に係る修繕費等４，

８９０千円を計上しました。 

     
地域間交流費では、各ふるさと苓北会の活動を支援するとともに、友好姉妹都

市締結３０周年を迎える唐津市との交流に要する経費のほか、天草長崎航路を利

用した地域間交流の促進に要する経費等２，０５６千円を計上しました。 
 

庁舎管理費では、脱炭素化推進事業として、庁舎照明器具のＬＥＤ化事業に係

る設計業務委託料５００千円を含む庁舎管理費に係る経費２６，５２８千円を計

上しました。 

    
電算システム管理費では、基幹電算システム運用支援業務委託料２５，７４８

千円、内部情報システム運用支援業務（財務会計システム･人事給与システム・グ

ループウェア及び文書管理システム）委託料８，４９５千円のほか、税や給与な

どの制度改定に伴う各種システムの改修委託料７，７３０千円を計上しました。

また、令和７年１０月の基幹電算システムの標準化・共通化に向けた作業開始に

伴うシステム標準化・共通化移行等業務委託料５３，５００千円を計上しました。 

  
情報化推進費では、行革デジタル対策室の人件費のほか、町内情報通信網（光

回線）維持管理に係る経費及び機器類等の維持管理に係る経費等２８，８３６千

円、防災・行政情報配信システム運用保守委託料７，６７０千円、地域イントラ

ネット運用保守委託料８，５８０千円を計上しました。 

  
    徴税費では、納付書印刷費１，５７３千円ほか賦課徴収に係る経費を計上しま

した。 
 
  戸籍住民基本台帳費では、戸籍システムクラウド導入業務を行うための戸籍情

報システム改修業務委託料２３，２８２千円のほか、戸籍住民基本台帳事務やマ

イナンバーカードの交付等に係る経費を計上しました。 
また、戸籍への氏名の振り仮名の追加のための機能の整備に係る戸籍情報シス

テム改修業務委託料３，８９４千円は、令和６年度に繰越して実施します。 

 
選挙費では、選挙管理委員会費に選挙管理委員会費６２７千円と在外選挙人名

簿登録事務２千円を計上しました。また、選挙啓発費事業費として１９０千円を

計上しました。  
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  ③ 民生費 
        社会福祉総務費では、職員給のほか、苓北町戦没者追悼式の経費や社会福祉協

議会補助金９，７１４千円、国民健康保険特別会計繰出金６８，３８８千円（法

定内）を計上しました。 
また、結婚支援事業として、町独自の結婚祝補助金のほか、結婚に伴う住宅取

得費用、住宅賃借費用や引越費用等の支援策として県の補助金を活用した結婚新

生活補助金９００千円を計上しました。 

     
        老人福祉費では、老人保護措置費５５，７０４千円、在宅高齢者等移送サービ

ス事業委託料１，１８０千円、老人クラブ運営補助金２，５９７千円、あん摩・

はり・きゅう等施術助成７０４千円、町敬老祝い金３，７１０千円を含めた敬老

会事業に要する経費等を計上しました。 
 
    老人福祉センター費では、老人福祉センター指定管理委託料１４，３７９千円

を計上しました。 
        

介護保険事業費では、職員給のほか、高齢者保健・医療・福祉及び介護保険に

関する町の役割・目標を示す行政計画、「第９期介護保険事業計画及び高齢者福

祉計画（令和６年度から３年間）」に基づいて、介護保険事業及び高齢者福祉行

政の推進に要する経費を計上しました。また、介護保険特別会計繰出金１６２，

５４１千円（法定内）を計上しました。 
 

後期高齢者医療費では、職員給のほか、熊本県後期高齢者医療広域連合負担金

１３８，７８９千円、後期高齢者医療特別会計繰出金４９，３９４千円（法定内）

を計上しました。また、後期高齢者医療広域連合からの受託事業である保健事業

と介護予防の一体的な実施事業として、高齢者の健康維持、フレイル予防に努め、

国保･後期･包括支援センターの３部署間で保健事業の連携を図るため、運動指導

員と訪問指導員の予算を計上しました。 
 
        障害福祉費では、障害者自立支援介護給付費２４１，４０２千円、重度心身障

害者医療費助成１８，６５７千円を計上したほか、デイサービスなど地域活動支

援センター事業に要する経費等を計上しました。また、更生医療給付費６，００

０千円、障害児施設給付費３１，６３１千円、育成医療給付費１５０千円等を計

上しました。 
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        児童福祉費では、町の新たな子育て支援施策として、保育料の完全無償化を実
施し、子育てにおける保護者の負担を軽減しながら、総合的な子育て環境の整備

を進めるため、放課後児童健全育成事業委託金１３，０８０千円、保育所運営費

補助金３９０，２４０千円、特別保育事業（延長保育事業）補助金１，８００千

円、特別保育事業（障がい児保育事業）補助金８７８千円、令和３年度から対象

年齢を１８歳まで引き上げた子育て支援医療費助成２１，８３２千円等を計上し

ました。また、国の施策に関する母子手帳発行時及び出産時にそれぞれ５万円ず

つ給付する出産･子育て応援交付金事業２，１２１千円、対象年齢を高校生まで引

き上げる児童手当事業８６，６８２千円を計上しました。 

 
    国民年金事務取扱費では、職員人件費のほか事務経費を計上しました。 
     
  ④ 衛生費 
       保健衛生総務費では、職員給のほか、特別交付税で約８割を措置される救急医

療対策事業補助金１０，０００千円を計上しました。 

また、産婦の健康管理を図り、産後うつ病の予防、新生児への虐待等を予防す

るための産婦健康診査事業１５０千円、妊娠期から出産まで途切れのない妊産婦

の支援及び家族の子育て環境を充実させるため、産後ケア事業１，４１５千円、

妊産婦が抱える妊娠・出産や子育てに関する悩み等について、助産師等の専門職

が相談支援を行う産前・産後サポート事業４２５千円を計上しました。 

さらに、妊娠、出産に伴う経済的負担の軽減のための不妊治療費助成事業５４

０千円、妊婦健康診査事業２，１２９千円、新生児において放置すれば心身障が

いを引き起こす先天性の病気を早期発見し、発症を防ぐことを目的として実施す

る新生児検査事業１５０千円を計上しました。 

 
予防費では、令和６年４月１日から五種混合ワクチンと新型コロナウイルスワ

クチンが定期接種化されることに伴う接種委託料ほか２５，８２６千円、帯状疱

疹ワクチン接種費用の一部助成として８４０千円を計上しました。 

なお、新型コロナウイルスワクチンについては、令和６年６月のデータ標準レ

イアウト改正に伴う予防接種情報のマイナンバー情報連携において、システム改

修委託料を令和６年度に繰越して実施します。 

 
    環境衛生費では、水道事業会計繰出金２８，９０９千円、下水道事業会計繰出

金２５４，９８２千円を計上しました。 
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    斎場費では、斎場管理に係る指定管理委託料４，２０７千円を計上しました。 
  

健康増進事業費では、役場・各公民館で実施する集団健診に係る経費のほか、

がんの早期発見、早期治療を目的に、各種がん検診事業８，３２７千円、町民の

健康づくりへの関心を高め、健康的な生活習慣の定着化を図ることを目的として

健康ポイント事業７０９千円を計上しました。 
 

保健センター費では、維持管理に係る経費として１，２０７千円を計上しまし

た。 
 
    塵芥処理費では、各家庭のごみ収集運搬委託料３８，４７２千円、家庭用大型

ごみ収集運搬委託料２，８３２千円を計上しました。また、天草広域連合負担金

（清掃費）１３２，９７８千円を計上しました。 

 
  ⑤ 農林水産業費 
    農業委員会費では、農業委員及び農地利用最適化推進委員の報酬、遊休農地解

消活動に係る消耗品費のほか、農地の利用状況調査・意向調査等の農地中間管理

機構集積支援事業費２，０５３千円を計上しました。 
 
    農業振興費では、農業の振興を図るため、国県の補助事業を活用した中山間地

域等直接支払交付金７，２８７千円、多面的機能支払交付金１６，０８７千円、

環境保全型農業直接支払交付金８００千円等を計上したほか、従来の農業振興補

助金２，０１０千円に加え、資材高騰対策としての農業省力化生産資材導入補助

金７，０８８千円、地域農業の５年後・１０年後を見据えた地域計画策定に係る

地域計画策定推進緊急対策事業費８２４千円、農林水産業の人手・担い手不足の

解消と関係人口の創出を図るための短期就労及び観光型移住体験事業費１，９０

６千円、学校給食用の米を生産・提供するための経費として、水稲地産地消推進

事業補助金２２８千円、農産物の輸送コスト上昇に係る支援として、農産物輸送

費補助金６，２５０千円を計上しました。また、耕作放棄地解消事業では、県事

業である耕作放棄地解消事業補助金（有効利用促進事業）４００千円、町単独事

業である遊休農地解消対策事業補助金については、単価及び対象面積を拡充し２

００千円をそれぞれ計上しました。さらに、鳥獣害対策事業として、イノシシ駆

除謝金７，５３６千円及びイノシシ等有害鳥獣防除施設補助金９４０千円と併

せ、効率的な捕獲のためのＩＣＴ機器維持費を含む苓北町有害鳥獣駆除対策協議
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会補助金８３１千円を計上しました。 
畜産業費では、地方病性牛白血病の清浄化を進め、畜産農家の経営安定を図る

ため、畜産振興事業補助金６４０千円、優良血統和牛繁殖事業補助金３７７千円

を計上したほか、新たに天草家畜市場から大津町にある熊本県家畜市場への移行

に伴う輸送費の増加分を補助する家畜輸送費補助金１，０６１千円及び子牛の分

娩事故による死産の防止対策事業を補助する分娩事故防止対策補助金１５５千

円を計上しました。 
 

農地費では、農地の保全を図るため、小規模土地改良事業補助金４００千円を

計上したほか、土地改良区が行うかんがい用ダムの維持管理に要する経費を支援

する志岐ダム管理事業補助金４，８０９千円、老朽化した土地改良施設の更新等

に係る土地改良施設維持管理適正化事業負担金４１８千円、下水道事業会計繰出

金１６，６０８千円を計上しました。 
 

農業経営基盤強化促進対策事業費では、認定農業者等の担い手の育成・確保を

図るための経費を計上したほか、農地集積の促進を図るための農地有効利用補助

金１，５４０千円を計上しました。 
 
堆肥センター管理費では、老朽化した設備の修繕等に係る費用を含め、施設の

有効活用を図るための維持管理費として２８，５８２千円を計上しました。 
また、堆肥センター更新事業として、老朽化した堆肥撹拌機及び重機・車両類

の更新に係る経費として、７５，０００千円を計上しました。 
 

林業振興費では、森林の有する多面的機能発揮のため、国県の補助事業を活用

した森林整備地域活動支援交付金２７０千円及びくまもと間伐材利活用推進事

業補助金１，７００千円を計上したほか、森林環境譲与税を活用した枯損松伐倒

処理業務委託料２００千円と併せ、伐倒箇所への植栽委託料２５０千円を計上し

ました。 
また、耕作放棄地へのセンダン植林に係る経費を支援する耕作放棄地解消事業

（センダン植林事業）補助金１００千円を計上しました。 
 
林道費では、森林環境譲与税を活用し、林道の維持管理に係る森林基幹道苓北

天草線維持管理委託料４，１８０千円、林道維持作業員報酬１，２０８千円を計

上したほか、舗装修繕等の修繕料１，１５０千円、崩土除去等対応のための重機

等借上料５００千円を計上しました。 
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治山事業費では、国県の補助事業の対象とならない小規模事業に対応できるよ

う小規模治山事業補助金２００千円を計上しました。 
 
水産業振興費では、海業の推進を図るため、会議用の費用弁償３９千円や原油

価格高騰対策として漁業燃油価格高騰対策事業補助金１，２４８千円等を計上し

ました。また、水産基盤整備交付金を活用した磯焼け・食害対策業務委託料４，

０００千円を計上しました。 
 
漁港管理費では、富岡漁港環境美化事業委託金等を活用し、漁港施設の維持管

理に係る経費を計上しました。 
 
漁港建設費では、坂瀬川漁港防波堤改修工事について、令和６年度に繰越して

実施します。 

  

⑥ 商工費 

    商工業振興費では、商工業の活性化を目的とした物産展への出展に係る特産品

等販路拡大事業費を含めた苓北町商工会補助金２，６０６千円を計上したほか、

物産館（施設その１）を有効活用するための改修費２，０８０千円、備品購入費

２，９５６千円を計上。また、町内小規模事業者支援補助金として新規起業者２

件分の１，０００千円及び中小企業新型コロナウイルス対策特別利子補給費補助

金２，０７８千円を計上しました。 
 
        観光費では、あまくさ苓北観光協会の組織強化等支援として、地域プロジェク

トマネージャーに係る報酬等の経費６，３３２千円を計上したほか、集落支援員

の雇用に係る経費４，６２０千円、あまくさ苓北観光協会への補助金５，５７５

千円を計上し、熊本県の地域づくり夢チャレンジ推進補助金を活用した交流人口

拡大等事業として３，２００千円を計上しました。 
    また、苓北町と天草市で連携して実施する広域連携プロジェクト推進負担金と

して１，２５０千円を計上したほか、苓北じゃっと祭・富岡城お城まつり開催に

係る事業補助金として３，５００千円を計上しました。 
 
       温泉センター管理費では、施設の指定管理委託料３５，５２７千円を計上しま

した。 
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        富岡城公園管理費では、富岡ビジターセンター及び歴史資料館の管理及び上櫓
・下櫓の外壁等漆喰修繕に係る経費２３，８６４千円のほか、東角櫓ワーケーシ

ョン施設の利用促進等に係る経費１，８１２千円を計上しました。 
 
⑦ 土木費 

    やまびこ活動費では、各行政区からの要望に対処するため、修繕料として、９，

４５０千円（２７行政区分）及び都呂々財産区繰入金による都呂々地区行政区を

対象とした３，６００千円（１２行政区）の計１３，０５０千円を計上しました。 

  

    道路維持費では、道路愛護作業（行政区、各種団体、住民グループ対象）謝礼

金１，５００千円、道路維持管理業務委託料２，０００千円、維持補修費６，４

００千円のほか、町道維持管理に係る経費を計上しました。 

 

    道路新設改良費では、町道鶴木場線法面対策工事ほか２路線に係る工事請負費

５５，０００千円を計上したほか、町道高尾線法面対策工事ほか３路線の測量設

計業務委託料５，０００千円を計上しました。 

 

    道路舗装費では、町道涼松１号線ほか１路線の舗装打ち換え工事請負費   

１５，５００千円を計上したほか、舗装の改修措置が必要な町道の１０路線につ

いて、舗装構造評価装置（FWD）による調査委託料６，０００千円を計上しました。 

    また、町道矢形平線舗装ほか３路線の舗装打ち換え等工事請負費３１，０１０

千円については、令和６年度に繰越して実施します。 

 

    橋梁維持費では、橋梁長寿命化計画に沿い、道路メンテナンス事業を活用して、

坂口橋ほか1橋の補修工事請負費１８，０００千円を計上したほか、１３橋の点

検業務委託費、３橋の補修測量設計業務委託費１９，２００千円を計上しました。 

   

    国県道整備促進費では、県道都呂々宮地岳線、県道本渡苓北線等の整備に伴う

事業負担金２，１００千円を計上しました。 

 

    河川費では、河川浚渫事業２０，０００千円、急傾斜地崩壊対策事業（汐入・

浜地区）負担金２２，０００千円、土砂災害危険住宅移転促進事業補助金３，０

００千円を計上したほか、小路川河川改修測量設計業務委託料３，５００千円を

計上しました。 
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    港湾費では、港湾海岸長寿命化計画に沿い、海岸メンテナンス事業を活用して、

上津深江港海岸の測量設計委託料１５，０００千円を計上したほか、熊本県産業

廃棄物最終処分場周辺環境整備補助金を活用して、年柄海浜地舗装工事請負費

１，７００千円、単県海岸保全事業（釜海岸）等負担金１，７５０千円を計上し

ました。 

 

    住宅管理費では、旧西原住宅解体工事に係る工事請負費１，５００千円を計上

したほか、町分譲地に住宅を新築するものに対して、苓北町子育て世代定住促進

住宅取得支援補助金８００千円を計上しました。 

 

⑧ 消防費 
常備消防費では、天草広域連合負担金（消防施設費分含む。）１８８，５０８

千円を計上しました。 

 

非常備消防費では、熊本県消防操法大会出場に係る訓練費を含む消防団活動等

に係る経費３８，２３５千円を計上しました。 

     
消防施設費では、火災発生時に水利確保が困難な地域（志岐山区）への防火水

水槽新設工事７，５００千円、熊本県内自治体を地域衛星通信ネットワーク第３

世代システム整備事業負担金７，７４０千円のほか消防施設の維持管理に要する

費用を計上しました。 

    
災害対策費では、民間建築物耐震改修補助金８００千円、ブロック塀等安全確

保支援事業補助金２００千円を計上したほか、令和６年能登半島地震の被災市町

の一つである石川県輪島市への職員派遣に要する経費１，３１０千円を計上しま

した。また、上津深江広域避難地防災公園の整備に係る実施設計業務委託料１５，

８００千円を計上しました。 

   
⑨ 教育費 

    教育総務費では、教育委員の活動費、教師の指導力向上及び児童・生徒の学力

向上をさらに進めるための学校教育指導員配置費用のほか、児童・生徒入学準備

資金１，７６０千円、天草拓心高校マリン校舎入学準備資金２４０千円、新たに

天草拓心高校マリン校舎の魅力化推進を図るための経費１，０００千円を計上し

ました。 
また、中学校の語学指導のための英語指導コーディネーター等の経費、教職員
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住宅の維持管理費、苓北中学校への坂瀬川小校区及び都呂々小校区からの生徒の

通学対策、並びに都呂々小学校への都呂々木場地区からの児童の通学対策とし

て、スクールバスの運行に伴う関連経費を計上しました。 
    そのほか、町内出身の学生に対する経済的支援のための奨学金貸付金１，６９

２千円を計上しました。 
     

小中学校費では、小中学校の管理運営費用、毛筆指導講師の費用、ＩＣＴ教育

支援のための経費をはじめ、各小中学校の修繕費、備品購入費等を計上しました。 
そのほか、町内各小中学校での特別支援教育充実強化のため、小中学校配置の

支援員の人件費等の経費や中学校の運動部活動、文化部活動の地域移行に向けた

協議のための経費について計上しました。 
 
社会教育費では、学校・家庭・地域の連携による教育支援活動促進を図るため

の地域学校協働活動推進補助事業費、自主文化事業や人権啓発活動地方委託金を

活用した人権講演会の開催等費用、公民館及び志岐集会所の運営費用、文化財の

保存・活用に要する費用、苓北町町民総合センター等指定管理委託料１９，８７

９千円及び苓北町温泉プール指定管理委託料１７，７２７千円を計上しました。 
     
    保健体育費では、各地区町民体育祭の開催費用と熊本県民体育祭への出場補助

金や社会体育施設の利用促進と交流人口の増加を図るため夕やけマラソン大会

等に係る経費や天草地域内のチームの参加による各種大会開催に係る経費、各種

競技大会への補助金を計上しました。 
    また、令和６年度に開催される熊本県民体育祭天草大会に係る負担金４，２０

９千円のほか大会会場施設の修繕費用を計上しました。 
  

学校給食費では、安心で安全な給食を提供するための学校給食調理場の運営に

関する費用のほか、令和６年度からの学校給食費公会計移行に伴い賄材料費３

０，５２４千円を計上しました。 
    
  ⑩ 災害復旧費 
    農業用施設災害復旧費では、工事請負費等の計上はありません。 
 
    林道施設災害復旧費では、引き続き都呂々大場地区の地すべり観測及び通報シ

ステムに係る経費２５５千円を計上しました。 
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 河川等災害復旧費では、令和５年に発生し河川等災害復旧事業工事１２件のう

ち、町道野田２号支線災害復旧工事ほか7件の工事請負費７６，２００千円につ

いては、令和６年度に繰越して実施します。 

 
  ⑪ 公債費 
    公債費では、各起債の償還金、元金６３３，８２８千円、利子３０，１７０千

円（うち一時借入金利子１，０００千円）を計上しました。 
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臨時的なもの 経常的なもの

①町税 1,249,418 960 1,248,458 1,248,458 23.5%

②地方譲与税 66,747 7,247 59,500 59,500 1.3%

③利子割交付金 200 200 200 0.0%

④配当割交付金 1,800 1,800 1,800 0.0%

⑤株式等譲渡所得割交付金 2,200 2,200 2,200 0.0%

⑥法人事業税交付金 9,649 9,649 9,649 0.2%

⑦地方消費税交付金 178,000 96,000 82,000 82,000 3.4%

⑧環境性能割交付金 5,907 5,907 5,907 0.1%

⑨地方特例交付金 2,200 2,200 2,200 0.0%

⑩地方交付税 1,927,000 1,927,000 123,000 1,804,000 36.3%

⑪交通安全対策特別交付金 700 700 0.0%

⑫分担金及び負担金 36,826 36,826 0.7%

⑬使用料及び手数料 49,944 49,944 0.9%

⑭国庫支出金 512,202 512,202 9.6%

⑮県支出金 363,413 363,413 6.8%

⑯財産収入 59,567 58,656 911 11 900 1.1%

⑰寄附金 151,482 151,481 1 1 2.9%

⑱繰入金 228,476 210,565 17,911 7,483 10,428 4.3%

⑲繰越金 10,000 10,000 10,000 0.2%

⑳諸収入 97,369 97,364 5 4 1 1.8%

㉑町債 357,900 333,900 24,000 24,000 6.7%

歳　　　入　　　合　　　計 5,311,000 1,919,258 3,391,742 164,499 3,227,243 100.0%

　(注)構成比は表示単位未満を四捨五入したものであり、その内訳は合計と一致しない場合がある。

令和６年度　一般会計性質別経費の状況（歳入）
（単位：千円）

区　　　分  予   算   額

左　の　内　訳
一 般 財 源 の 内 訳

構成比
特定財源 一般財源
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款　　 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

　　性質区分 議会費 総務費 民生費 衛生費 農林水産業費 商工費 土木費 消防費 教育費 災害復旧費 公債費 予備費

１  人件費 60,218 366,235 92,753 45,340 55,452 71,141 34,206 14,818 174,965 0 0 0 915,128 17.2%

２　物件費 3,624 398,104 52,208 106,391 89,407 64,326 64,482 36,744 180,062 0 0 0 995,348 18.7%

３　維持補修費 300 13,771 4,587 3,974 6,405 19,543 26,265 1,323 14,083 0 0 0 90,251 1.7%

４　扶助費 280 5,450 871,663 3,260 920 960 350 0 4,877 0 0 0 887,760 16.7%

５　補助費等 465 105,475 40,207 150,387 75,503 21,464 6,482 207,161 20,734 0 0 0 627,878 11.8%

     イ ー部事務組合等 0 9,759 1,849 132,978 0 0 0 195,621 0 0 0 0 340,207 6.4%

     口 その他 465 95,716 38,358 17,409 75,503 21,464 6,482 11,540 20,734 0 0 0 287,671 5.4%

６　公債費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 663,998 0 663,998 12.5%

７　積立金 0 168,333 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 168,333 3.2%

８　投資及び出資金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0%

９　貸付金 0 0 1 0 0 0 0 0 1,692 0 0 0 1,693 0.0%

１０　繰出金 0 1,400 417,263 283,891 16,608 0 0 0 0 0 0 0 719,162 13.5%

１１　普通建設事業 0 0 1 0 54,850 0 156,564 16,678 2,970 0 0 0 231,063 4.4%

       イ 補助事業 0 0 1 0 45,751 0 38,764 0 0 0 0 0 84,516 1.6%

      口 単独事業 0 0 0 0 9,099 0 93,700 16,678 2,970 0 0 0 122,447 2.3%

      ハ  県営事業負担金 0 0 0 0 0 0 24,100 0 0 0 0 0 24,100 0.5%

１２　災害復旧費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 386 0 0 386 0.0%

１３　予備費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 10,000 10,000 0.2%

計 64,887 1,058,768 1,478,683 593,243 299,145 177,434 288,349 276,724 399,383 386 663,998 10,000 5,311,000 100.0%

令和６年度　一般会計性質別経費の状況（歳出）
（単位：千円）

計 構成比

　※性質別の予算振り分けは、総務省地方財政状況調査の調査区分に一部準ずる。
　(注)構成比は表示単位未満を四捨五入したものであり、その内訳は合計と一致しない場合がある。
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歳    入 歳    出 性質別経費の状況
 

区　　　　　　　分 金　　額 構成比 区　　　　　分 金　　額 構 成 比 区　　　　　　分 金　　　額 構 成 比

　　　　％ 国県支出金 地  方  債 そ  の  他 　　　　％ 　　　  ％

①町税 1,249,418 23.5% ①議会費 64,887 64,887 1.2% 　１　人件費 915,128 17.2%

②地方譲与税 66,747 1.3% ②総務費 1,058,768 29,824 21,400 284,326 723,218 19.9% 　２　物件費 995,348 18.7%

③利子割交付金 200 0.0% ③民生費 1,478,683 718,565 19,000 158,548 582,570 27.8% 　３　維持補修費 90,251 1.7%

④配当割交付金 1,800 0.0% ④衛生費 593,243 8,702 45,600 26,270 512,671 11.2% 　４　扶助費 887,760 16.7%

⑤株式等譲渡所得割交付金 2,200 0.0% ⑤農林水産業費 299,145 70,810 39,400 44,620 144,315 5.6% 　５　補助費等 627,878 11.8%

⑥法人事業税交付金 9,649 0.2% ⑥商工費 177,434 10,522 10,900 9,892 146,120 3.3% 　６　公債費 663,998 12.5%

⑦地方消費税交付金 178,000 3.4% ⑦土木費 288,349 34,865 145,400 23,002 85,082 5.4% 　７　積立金 168,333 3.2%

⑧環境性能割交付金 5,907 0.1% ⑧消防費 276,724 415 52,200 36,812 187,297 5.2% 　８　投資及び出資金 0 0.0%

⑨地方特例交付金 2,200 0.0% ⑨教育費 399,383 1,912 43,845 353,626 7.5% 　９　貸付金 1,693 0.0%

⑩地方交付税 1,927,000 36.3% ⑩災害復旧費 386 386 0.0% １０　繰出金 719,162 13.5%

⑪交通安全対策特別交付金 700 0.0% ⑪公債費 663,998 82,428 581,570 12.5% １１　普通建設事業 231,063 4.4%

⑫分担金及び負担金 36,826 0.7% ⑫予備費 10,000 10,000 0.2% 　　　イ 補助事業 84,516 1.6%

⑬使用料及び手数料 49,944 0.9% 　歳　出　合　計 5,311,000 875,615 333,900 709,743 3,391,742 100.0% 　　　口 単独事業 122,447 2.3%

⑭国庫支出金 512,202 9.6% (注)構成比は表示単位未満を四捨五入したものであり、その内訳は合計と一致しない場合がある。 　　　ハ  県営事業負担金 24,100 0.5%

⑮県支出金 363,413 6.8% １２　災害復旧費 386 0.0%

⑯財産収入 59,567 1.1% １３　予備費 10,000 0.2%

⑰寄附金 151,482 2.9% 　　　　　　計 5,311,000 100.0%

⑱繰入金 228,476 4.3% (注)構成比は表示単位未満を四捨五入したものであり、その内訳は合

⑲繰越金 10,000 0.2% 　　計と一致しない場合がある。

⑳諸収入 97,369 1.8% ※性質区分の予算振り分けは、一部総務省地方財政状況調査に準ずる。

㉑町債 357,900 6.7%

歳　　　　入　　　　合　　　　計 5,311,000 100.0%

(注)構成比は表示単位未満を四捨五入したものであり、その内訳は合計と一致し

　　ない場合がある。

会　計　別  都呂々財産区特別会計

予　算　額 67,029 2,323,253

7,634,253

149,102
特別会計歳入歳出予算

令和６年度　一般会計歳入歳出予算

（単位：千円） （単位：千円） （単位：千円）

財源内訳

坂瀬川財産区特別会計 国民健康保険特別会計 介護保険特別会計 後期高齢者医療特別会計

2,182 1,013,065 1,079,287

　特別会計　計

　全体予算

宅地造成事業特別会計

12,588

特定財源
一般財源
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地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障施策に要する経費について

　平成２６年４月１日より消費税率（国・地方）が５％から８％へ引き上げられたこと、また、令和元年１０月１日より８％から

１０％へ引き上げられたことに伴い、地方消費税交付金の増収分については、その使途を明確化し、社会保障施策に要する経費に

 充てることとされています。

　令和６年度一般会計当初予算における地方消費税交付金（社会保障財源化分）の充当状況は、次のとおりです。

　【歳入】地方消費税交付金（社会保障財源化分） 96,000千円

　【歳出】地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障施策に要する経費 385,239千円

（単位：千円）

国県支出金 その他
うち地方消費税交付金
（社会保障財源化分）

老人福祉 66,774 915 8,964 56,895 41,000

障害者福祉 318,465 226,043 0 92,422 55,000

385,239 226,958 8,964 149,317 96,000

財源内訳

特定財源 一般財源

社会福祉

合　計

区分 事業名 事業費
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住民税の税負担状況 　

（世帯数及び人口は令和６年３月末日）

（　3,029世帯 、 6,331人 ）

区分 町　 税 １世帯当り １人当り
１　令和５年１０月１日から令和６年３月３１日まで 収入額 （     ）は世帯数 （     ）は人口 備　　考
　の期間における住民負担の状況 年度 千円 円 円

　（１）町税の収入総額 745,135,958 円 (3,234) (8,529)
711,411 269,750

　（２）一世帯当り税負担額 246,001 円 (3,219) (8,422)
652,414 249,361

　（３）１人当り税負担額 117,696 円 (3,219) (8,342)
607,267 234,332
(3,200) (8,178)

２　令和５年度当初予算における住民負担の状況 568,774 222,558

　　（世帯数：3,038世帯、　人口：6,478人　【令和５年４月１日】） (3,189) (8,049)
531,503 210,581

　（１）町税の収入見込額 1,310,604,000 円 (3,237) (8,018)
500,162 201,924

　（２）一世帯当り税負担額 431,404 円 (3,248) (7,922)
480,767 197,113

　（３）１人当り税負担額 202,316 円 (3,229) (7,759)
463,410 192,854
(3,227) (7,606)

３　公営企業の経理の概況 452,799 192,109
(3,201) (7,439)

　　　該当なし 454,841 195,718

(3,180) (7,298)

441,968 192,581
(3,166) (7,147)
430,760 190,819
(3,151) (7,013)
439,138 197,308
(3,106) (6,794)
417,153 190,709
(3,076) (6,595)
432,342 201,650
(3,042) (6,448)
419,770 198,037

住民負担の状況

（世帯数、人口は各年９月末日）

20 2,300,702

21 2,100,121

22 1,954,794

23 1,820,078

24 1,694,963

25 1,619,023

26 1,561,532

27 1,496,351

28 1,461,183

29 1,455,946

30 1,405,457

R1 1,363,786

R5 1,276,941

R2 1,383,724

R3 1,295,677

R4 1,329,885
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（単位：千円）

起債見込額 元金償還見込額

　公共事業等債 1,721,364 1,552,181 169,909 1,382,272

 一般単独事業債 1,267 847 423 424

 一般補助施設等整備事業債 20,497 18,783 1,730 17,053

 地方道路等整備事業債 124,508 93,371 28,516 64,855

 自然災害防止事業債 8,401 6,651 1,751 4,900

 災害復旧事業債 250,546 248,846 39,201 209,645

 学校教育施設等整備事業債 246,578 182,630 54,778 127,852

 地域活性化事業債 2,550 0 0

 緊急防災・減災事業債 825,515 829,423 26,700 80,273 775,850

 全国防災事業債 9,011 8,506 510 7,996

 減税補塡債 5,574 3,232 1,710 1,522

 緊急自然災害防止対策事業債 62,400 166,180 86,900 1,831 251,249

 公共施設等適正管理推進事業債 24,275 21,547 3,140 18,407

 防災・減災・国土強靱化緊急対策事業債 18,900 18,900 18,900

 緊急浚渫推進事業債 46,900 66,800 19,900 1,592 85,108

 過疎対策事業債 339,300 542,800 195,000 737,800

 脱炭素化推進事業債 0 0 5,400 5,400

 減収補塡債 11,375 8,938 2,438 6,500

 臨時財政対策債 2,564,501 2,308,057 24,000 246,026 2,086,031

合　　　　　　　　計 6,283,462 6,077,692 357,900 633,828 5,801,764

地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末及び当該年度末における現在高の見込みに関する調書

区　　　　　分 前々年度末現在高 前年度末現在高見込額
当該年度中増減見込額

当該年度末現在高見込額
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                          財  産  に  関  す  る  調  書 （令和６年３月３１日現在）

１  公有財産
(1)土地及び建物 （単位：平方米）

建 物

木造（延面積） 非木造（延面積） 延面積（計）

前年度末  決算年度中 決算年度末 前年度末 決算年度中 決算年度末 前年度末 決算年度中 決算年度末 前年度末 決算年度中 決算年度末

現在高 増減高 現在高 現在高 増減高 現在高 現在高 増減高 現在高 現在高 増減高 現在高

本 　庁 　舎 18,105.48 -1,858.08 16,247.40  4,236.52 4,236.52 4,236.52 4,236.52

 出 　張 　所 60.00 60.00 60.00 60.00

そ 公 　民　 館 23,848.75 -134.00 23,714.75 　 　 3,737.86 3,737.86 3,737.86 3,737.86

の 老人福祉センター 4,177.75 4,177.75 1,322.97 1,322.97 1,322.97 1,322.97

他 消 防 施 設 1,254.64 853.76 2,108.40 615.00 615.00 291.38 291.38 906.38 906.38

行 水 道 施 設 19,750.69 19,750.69 60.32 60.32 1,156.64 1,156.64 1,216.96 1,216.96

政 下水道施設 12,847.28 12,847.28 813.40 813.40 813.40 813.40

機   保健センター 522.82 522.82 522.82 522.82

関 農業集落排水施設 1,217.27 1,217.27 101.12 101.12 101.12 101.12

堆肥センター 2,681.87 2,681.87 2,681.87 2,681.87

学　   　   校 94,431.65 94,431.65 129.23 129.23 19,673.98 19,673.98 19,803.21 19,803.21

温泉ｾﾝﾀｰ、ﾌﾟｰﾙ 11,773.00 11,773.00   1,905.61 1,905.61 1,905.61 1,905.61

船客待合所 299.30 299.30 299.30 299.30

公 営 住 宅 19,952.88 160.45 20,113.33 6,239.01 6,239.01 1,232.43 1,232.43 7,471.44 7,471.44

教 員 住 宅 4,341.42 4,341.42 1,680.07 1,680.07 1,680.07 1,680.07

プ 　ー　 ル 4,903.16 4,903.16 4,903.16 4,903.16

総合センター 46,765.23 -853.76 45,911.47 54.65 54.65 4,826.35 4,826.35 4,881.00 4,881.00

富　岡　城 196.36 196.36 196.36 196.36

歴史資料館 256.13 256.13 256.13 256.13

そ 　の　 他 371,089.86 -3,595.50 367,494.36 3,748.08 3,748.08 1,571.83 1,571.83 5,319.91 5,319.91

宅　    　地 45,050.34 -1,377.82 43,672.52

山   　　 林 775,114.33 775,114.33

原    　　野 3,507.00 3,507.00

畑 302.00 302.00

雑   種　地 157,570.68 1,128.22 158,698.90

墓　   　 地 12,094.80 12,094.80

溜    　　池 59,507.00 59,507.00

田 108.06 108.06

建　　　　物 319.27 319.27 7,039.45 7,039.45 7,358.72 7,358.72

1,682,810.11 -5,676.73 1,677,133.38 13,298.12 0.00 13,298.12 56,376.69 0.00 56,376.69 69,674.81 0.00 69,674.81　　　　　　合　　　　計

区　　　　　分

土　地 （面　積）

行
　
政
　
財
　
産

公
　
共
　
財
　
産

普
　
通
　
財
　
産
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（２）動　産

（３）有価証券

（４）出資による権利

浮 桟 橋 23 0 23

（単位：株）

（単位：基）

区　　　　分
前年度末
現在高

決算年度中
増減高

決算年度末
現在高

摘要

（単位：千円）

区　　　　分
前年度末
残高

決算年度中
増減高

決算年度末
現在高

摘要

区　　　　分
前年度末
残高

決算年度中
増減高

決算年度末
現在高

摘要

株 券 （ 九 州 電 力 ） 30,000 0 30,000

天草エアライン（株）出資金 6,000 0 6,000

天草地域森林組合出資金 16,440 0 16,440

熊本県漁業信用基金協会出資金 1,850 0 1,850

肉用牛生産者補給金交付業務運営基金寄託金 220 0 220

熊本県農業後継者育成基金出資金 1,002 0 1,002

熊本県農業信用基金協会出資金 1,870 0 1,870

熊本県農地管理公社出資金 150 0 150

熊本県林業公社出資金 100 0 100

熊本県信用保証協会出損金 12,300 0 12,300

熊本県角膜腎臓バンク協会出損金 564 0 564

熊本県栽培漁業協会出損金 3,951 0 3,951

熊本さわやか長寿財団出損金 539 0 539

熊本県中小企業振興公社出損金 50 0 50

熊本県暴力追放協議会出損金 240 0 240

砂防フロンティア整備推進機構出損金 34 0 34

熊本県林業従事者育成基金拠出金 2,085 0 2,085

合　　　　計 48,542 0 48,542

熊本県環境整備事業団出損金 47 0 47

地方公営企業等金融機構出損金 1,100 0 1,100
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２．物　品

３．債　権

名　　称（保管場所） 前年度末現在高 決算年度中増減高 決算年度末現在高

普 通 自 動 車 10 10

給 食 車 3 3

消 防 車 17 17

軽 自 動 車 17 -1 16

町 内 巡 回 バ ス 2 2

ペ ー ロ ン 船 12 12

大 締 太 鼓 1 1

ス ク ー ル バ ス 3 3

環 境 監 視 装 置 1 1

券 売 機 1 1

４ ｔ ト ラ ッ ク 2 2

温 泉 水 貯 水 槽 1 1

厨 房 機 器 1 1

ミニショベルローダー 2 2

２ ｔ ト ラ ッ ク 3 3

フ ォ ー ク リ フ ト 1 1

ホ イ ル ロ ー ダ ー 1 1

自動計量包装袋詰機 1 1

ピ ア ノ 1 1

ト ラ ッ ク ス ケ ー ル 1 1

梱 包 機 1 1

フ ォームバース ター 1 1

乗 用 芝 刈 機 2 2

デ ジ タ ル 交 換 機 1 1

メ ー ル シ ー ラ ー 1 1

電気自動車充電設備 1 1

目 土 散 布 機 1 1

水中ポンプ 10 10

発電機 2 2

鳥獣害対策個体処理保
管 用 冷 蔵 庫 1 1

合　計 104 -1 103

タ イ ヤ シ ョ ベ ル 1 1

鳥獣害対策個体処理機械 1 1

区　　　分

前年度末
現在額

決算年度中
増加額

決算年度中
減少額

決算年度末
現在額

奨学資金貸付金 19,592,000 840,000 4,448,000 15,984,000

計 19,592,000 840,000 4,448,000 15,984,000

-61-


